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Ⅰ．はじめに

科学研究費補助金基盤研究�（海外）の課題「国家社会主義からの離脱・進化

の多様性：市場経済化の国家戦略・制御能力の比較研究」（期間：２００８～２０１１

年度。代表：堀林）に関わる研究の一環として２００９年６月２１日から７月２日ま

でブダペストに滞在した。筆者はここ数年「ポスト共産主義諸国の資本主義の

多様性」に関わる研究に従事し，その成果の一端を披露してきた（後述）。上記

科研費補助金に依る研究は，筆者にロシア，バルト諸国，南東欧諸国及び中

国を研究対象とする専門研究者６名を加え共同で旧ソ連・東欧と中国の資本

主義化の多様性を多角的・包括的に捉えようとすることを目的とするもので

ある。

ところで，米国における住宅価格下落（住宅バブル崩壊），サブプライム・

ローン関連証券をはじめとする証券化商品価格急落（金融資産バブル崩壊）は，

２００８年秋に米大手金融機関リーマン・ブラザーズ破綻を伴う米国金融危機に
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加えて，米サブプライム・ローン関連証券を保有していた欧州主要国の金融

危機を招き，そこから生じる国際的信用収縮は新興国も含む世界同時（実体経

済）不況をもたらすことになった。２００８年秋以後，米国のほかドイツ・フラン

ス・イギリス（��中心国），日本など先進諸国の実体経済が急速に悪化すると

ともに，中国・インドの２大新興国の経済成長も減速した。旧ソ連・中東欧

諸国にも経済危機は波及した。とりわけ，���から緊急融資を受けなければ

ならなくなったハンガリーとラトヴィアの危機が注目されている。

上記のような事情を考慮に入れ，２００９年６月～７月のハンガリー滞在の際，

筆者は同国の危機の状況把握に努めた。以下で明らかにするように，ハンガ

リーにおいては２００７年時点で既に経済成長は減速していた。そしてドイツな

ど��中心国の経済悪化に伴う輸出市場縮小を主因として，２００８年秋以後ハ

ンガリーは経済危機に陥ったのである。即ち，２００８年第４四半期（１０～１２月），

２００９年第１四半期（１～３月），第２四半期（４～６月）ともに対前年度同期比

���は減少し（それぞれ，２�２％，５�６％，７�４％の減少），それに伴い失業率も

急上昇している（２００８年６月の７�７％から２００９年６月の９�６％へ）。

他方で，２００６年総選挙で政権を維持した社会党の首相ジュルチャーニの発

言リーク事件（後述）を契機としてハンガリー政治は不安定化していたが，

２００９年になると経済危機を背景にして，同国は民主主義の危機ともいうべき

状況に陥った。即ち，２００９年３月ジュルチャーニ首相が辞任に追い込まれ，

６月の欧州議会選挙において与党社会党が大敗するのみならず，極右政党が

議席を獲得するという状況がハンガリーで起きたのである。

本稿では，最初に筆者が滞在した２００９年６～７月時点におけるハンガリー

政治経済動向を明らかにする。その際，２００９年に顕著になった民主主義の危

機と経済危機を，それ以前の同国の政治経済動向と関連づけるよう努める。

次いで，ハンガリーの経済危機下の経済政策基調を明らかにする。さらに，

経済危機で明らかになったハンガリー資本主義化のこれまでの経路と，それ

と関わる今後の課題を明らかにしたい。その際，ハンガリーと他の中東欧諸

国の資本主義化経路の若干の比較も試みる。

筆者がハンガリーに滞在していた２００９年６月２７日には「鉄のカーテン」解除

２０周年を記念する催しが行われていた。２０年前の１９８９年６月２７日，当時のハ
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ンガリー外相とオーストリア外相がハンガリーとオーストリア国境の鉄条網

を切断した。これにより，ハンガリーに入国し，そこからオーストリア経由

で旧西独に脱出する旧東独国民の数が増加した。そして，それは同年１１月の

「ベルリンの壁」崩壊に繋がったのである。そのことにも示されるように，２０

年前のハンガリー（及びポーランド）は「東欧革命」のフロント・ランナーで

あった。そこで，２００９年６～７月時点におけるハンガリー政治経済動向分析

を目的とする本稿において，可能な限り「東欧革命」以後２０年間のハンガリー

の実践の到達点と問題点の析出にも努めたい。

なお，本稿は文献・統計資料のみならず，筆者が滞在時に実施した研究者

との討論から得られた成果にも基づいて叙述されている。即ち，叙述のなか

で討論相手の見解を紹介しているが，筆者帰国後，討論相手の見解の当否を

検証すべく文献・資料にも当たったうえで妥当と思われる見解を選択し紹介

していることを予め断っておきたい。また，本稿執筆時点は２００９年９月下旬

であり，それ以後，論文刊行時点までに起きた変化は本稿ではカヴァーされ

ていないことも断っておく。

Ⅱ．政治的不安定から民主主義の危機へ：ハンガリー政治の近況

筆者（堀林）は，毎年１～２回ハンガリーを訪問しており，研究者や友人・

知人の意識の変化をある程度掌握している。２００８年５～６月及び８～９月の

訪問時と２００９年６～７月の訪問時の違いは，研究者や友人・知人が経済危機

よりもむしろ「政治危機」（より正確に言えば民主主義の危機）について多くを

語った点にあった。おそらく，それは筆者の訪問直前に起きた２つの「衝撃的

な事件」と関わっている。その第１は，２００９年６月７日に実施されたハンガ

リーの欧州議会選挙において極右政党が２桁台の得票率と３議席を獲得した

ことである。第２はその数日後に「反ユダヤ主義」的行為が発覚したことである。

ハンガリー政治は，２００６年より不安定化していたが，それは主に政権政党

（社会党。左派）に対する国民の不満増加と，最大野党の右派政党（������・

ハンガリー市民連盟）への支持増大，この２大政党間の政争（左右対立）激化，

社会党主導連立内閣からジュニア・パートナー（自由民主連盟，中道リベラ
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ル，政治的にはリベラル，経済的にはネオリベラル）離脱による社会党少数単

独内閣への移行（２００８年４月），２００９年３～４月のジュルチャーニ首相辞任，

社会党員ではないバイナイを首班とする経済危機管理内閣発足等，政局流動

化を意味するものであった。

それに対し，上述した２つの「事件」はハンガリー政治の右への傾斜ばかり

でなく，極右「公認」に伴う「過去の行為」（ホロコースト）正当化の風潮を示す

ものである。こうした状況を踏まえ，ハンガリー政治が「不安定」から民主主

義の観点からして「危機」の段階に入りつつあると捉えてよいであろう。そし

て，これが１９８９年の「民主主義革命」から２０年後のハンガリーの現実なのであ

る。欧州議会選挙結果は表１に示される通りである。

表１から明らかなように，欧州議会選挙結果は右派野党������・ハンガ

リー市民連盟（������は青年民主連盟の略語）の圧勝を示したが，ハンガリー

国内でそれ以上の反響を呼んだのは，極右政党「よりよきハンガリーのため

に」が社会党に近い得票率と議席を確保したことである。なぜ，このような事

態が生じたのであろうか。以下で，共産主義崩壊以後のハンガリーの政治動

向を概観することによりこの論点に迫ってみる。

（表１）ハンガリーの欧州議会選挙結果

投�票�率　３６�３％（前回２００２年は３８�５％）

総�議�席　２２

獲得議席得 票 率政　　党

１４５６.４％������・ハンガリー市民連盟（�������	
�，右派）

４１７.４％社会党（����，中道左派）

３１４.８％よりよきハンガリーのために（������，極右）

１５.３％民主フォーラム（���，中道右派）

０２.６％異なる政治のために（���，環境保護政党）

０２.２％自由民主連盟（�����，政治的リベラル・経済的ネオリベラル）

（注）得票率の小数点２桁を四捨五入している。
（出所）在ハンガリー日本大使館『政治経済月報�６月号』（２００９）に，現地で入手した���に関す
る得票率・議席を示す資料をもとに筆者＝堀林が作成。
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１９８９年の政治レジーム転換（共産党の政治独占レジーム崩壊）以後，２００６年

までのハンガリーにおいては，国政選挙を通じて右派と左派の政権交代が続

いた。即ち，１９９０年総選挙結果を受け（中道）右派民主フォーラム主導の連立

（非共産）政権が誕生し，１９９４年総選挙の後（旧共産党改革派）を前身とし共産

党から改称した）社会党主導連立（中道）左派政権となり，１９９８年総選挙結果

を受けて再度右派政権となった。１９９８年に誕生した右派政権を主導したのは

������・ハンガリー市民党であった（その後改称し，現在の同党名は������・

ハンガリー市民連盟）。そして，２００２年総選挙において社会党が勝利し，同党

主導（中道）左派連立政権が復活した。

２００６年の総選挙では，それまでのような与野党逆転は起きず，１９９０年以後

初めて（中道）左派（社会党）主導政権が４年を越えて統治することになった。

しかし，２００６年総選挙後の社会党党首ジュルチャーニの「我々は（国民に）嘘

をついてきた」（その趣旨は後述）との発言がリークされたこと（２００６年９月），

さらに社会党主導政権が緊縮政策に転じたことから，社会党及びそれに協力

する自由民主連盟に対する有権者の支持は低下し，世論調査では常に

������・ハンガリー市民連盟がリードする状況が現在まで続いてきた。

他方で，上記の首相発言に対する国民の反発を排外主義的ショナリズムの

方向に誘導する右派政党（������・ハンガリー市民連盟）の言説と相まって，

２００６年以後若年層を主な構成メンバーとする極右政党（「よりよきハンガリ－

のために」。以下ではハンガリー語の略称������を使用）の街頭行動が活発と

なった。そうした風潮のなかで，２００８年にはロマ人マイノリティとハンガ

リー人マジョリティの衝突が多発した。

ハンガリーにおいてはロマ人マイノリティに対する差別表現や行為は共産

主義時代に禁止されていたが，共産主義崩壊以後の「表現の自由」に伴いロマ

人差別が表面化した。反ユダヤ主義についても同様である。政治転換以後数

年のうちに政権与党民主フォーラム内部の一部集団を中心に「反ユダヤ主義」

を唱える極右政党����（「ハンガリーの正義と生活者党」）が結成された。民主

フォーラムから分離した����は，１９９８年総選挙では議席を獲得した（１９９０年

代のハンガリーの極右勢力動向については，堀林�１９９８）。しかし，その後の

ハンガリーの順調な経済発展，��加盟交渉の本格化（��は「反ユダヤ主義」や
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ロマ人マイノリティ差別を基本的人権侵害とし厳しい態度で加盟候補国との

交渉に臨んだ）などを背景として，同国において極右勢力の影響力は弱まって

いた（２００２年，２００６年の総選挙で極右政党は議席を獲得できなかった）。

ところが，上述したように２００６年選挙で敗北した右派政党������・ハンガ

リー市民連盟の排外主義的観点からの社会党主導政権批判の強まりのなかで，

極右政党������が影響力を持つに至った。そして，２００８年秋以後の経済危機

は極右勢力の行動の余地を広げた。

古今東西，排外主義・マイノリティ差別とエスタブリッシュメント批判を

組み合わせ政治的影響力を強めようとするのが極右勢力の常套手段であるが，

������もその例に漏れない。当政党は「反ロマ人」，「反ユダヤ主義」を公式に

掲げていないが，実際には反ユダヤ，反ロマの言説と行動を取ってきた（����

��������	�２００９������２０��：４３）。

ロマ人について言えば，同国在住のロマ人は６０万人とされているが，ロマ

人の多くは自らをハンガリー人として登録するので正確な数は不明である

（�������２００９：１５５）。ロマ人は共産主義崩壊の最大の犠牲者である。１９９０年

代初頭の「転換不況」のなかで多くのロマ人が職を失った。その後の就業も困

難で，２００７年統計でロマ人の貧困率は５０％にも達している（�������２００８：５２）。

上述したようにロマ人差別の言説と行動が共産主義崩壊以後復活した。その

なかで，ロマ人マイノリティとハンガリー人マジョリティの間の「衝突」も増

えたが，それが顕著になったのが２００８年以後である。即ち，２００８年１月以降，

ロマ人を標的とする襲撃がありロマ人６人が殺害されている（��������	�

�������	
����７������２００９）。これらが極右勢力の仕業であったのかどうかは

特定されていないが，これらの犯罪と極右勢力の反ロマ言説が無縁であると

はいえないであろう。

しかし，ハンガリー人のなかにも「衝突」の犠牲者がいることにも留意が必

要である。これと関連して討論のなかでガール（敬称略。�������。������＝社

会調査情報センター研究員）が「ロマ人と非ロマ人の間で一種の内戦が起きて

いる」と述べたことが筆者の印象に残っている。ともあれ，「内戦」とも形容さ

れる治安悪化を食い止めることのできない政権与党社会党に対する批判が強

まり，ハンガリー人・マジョリティのなかでロマ人・マイノリティに対して
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「強い態度」を取るべきとする有権者が欧州議会選挙において極右勢力に投票

したと考えられる。

さらに，従来社会党の支持基盤であった地域のうち経済危機で失業が増加

している地域で極右勢力（������）が多くの票を獲得した。それは，現政権の

経済危機対策に対する当地域住民の不満表明といえるであろう。

また，既に述べたように極右政党������の構成メンバーの中心は若年層で

ある。そして，������支持の若者も多い。これと関連して，筆者との討論の

なかで若手研究者シャシュ（��������。ハンガリー科学アカデミー経済研究所

研究員）は「高等教育進学率が急速に増加し現在４０％に達しているが，彼らの

多くが就職できず，不満を募らせている。そのなかには極右支持者も多い」と

述べた。２００９年２月のハンガリーの若年失業率は２２％であり，シャシュの指

摘には根拠があるといえる。筆者は，シャシュの指摘を聞きながら，若年非

正規雇用増大と若年層におけるナショナリズムの影響増大の相関関係が数年

前の日本でも見られたことを思い出した（なお，ベレンドによれば，１８～２２歳

人口に占める大学生の比重で表現される大学進学率は，１９９０年の１０％から

２００５年の３０％に増加している。�������２００９：２２９。この数値とシャシュが述

べた数値は異なるが，１９８９年の共産主義崩壊以後２０年のうちにハンガリーに

おいて高等教育就学者が急速に増大したのは事実である）。

次に「反ユダヤ主義」について言えば，欧州議会選挙から約１週間後の６月

１６日，「ホロコースト・メモリアル」に対する侮辱行為が発覚した。第２次世

界大戦終了以前の１９４４年にハンガリーの政権は権威主義的右派ホルティ摂政

からハンガリーのナチ政党＝矢十字党に移り，彼らの手でユダヤ人大量虐殺

が行われた。ハンガリーのナチ（矢十字）党員はユダヤ人をドナウ河畔に追い

込み射撃した後，彼らをドナウ川に投げ込んだ。ドナウ川に架かる鎖橋（セー

チェーニ橋）と国会議事堂の間の河畔に６０の鉄製の靴がメモリアルとして設

置されている（靴はドナウ川に投げ込まれたユダヤ人の靴を指している）。こ

の靴に誰かが「豚の足」を入れていたことが発見されたのである。これは明確

な「反ユダヤ主義」の表れであると社会党の一政治家（国会議員）が批判し，彼

の呼びかけで反ユダヤ主義批判・極右勢力批判の集会が行われた。上記反ユ

ダヤ主義的行為の実行者が極右勢力であるとは特定されていない。しかし，



金沢大学経済論集　第３０巻第１号　　２００９.１２

－１８８－

極右勢力は公然と「反ユダヤ主義」を扇動している。例えば，������が創設し

た自警団「マジャール・ガールダ」の団長は２００９年４月１８日にドイツ大使館前

でデモを行い「ホロコーストは真実でない」旨の発言をし，この問題は国会で

取り上げられた。筆者の古くからのユダヤ系の友人は極右勢力が街頭集会で

「ユダヤ人をアウシュビッツへ」と叫んでいるのを聞き，「まるでハンガリーが

戦前に戻ったようだ」と嘆いていた。

既に述べたように経済危機の責任をとってジュルチャーニ首相は２００９年３

月に辞任表明し，４月１４日バイナイ前経済開発大臣を首班とする「経済危機管

理内閣」が統治し，現在社会党が単独与党として同内閣を支えている。他方で，

中道リベラルの自由民主連盟党首フォドルは６月欧州議会選挙の惨敗（獲得

議席ゼロ。表１参照）を受けて辞任の意思を表明した。筆者のハンガリー滞

在時は自由民主連盟新党首選出過程の時期にあたっていたが，筆者帰国後の

７月１２日の党大会でレケトッシュが自由民主連盟党首に選出されている。し

かし，自由民主連盟設立時のメンバーで日本でもよく知られている作家コン

ラード（・ジョルジュ）ら１２名が離党表明するなど自由民主連盟の混迷は深

まっている。さらに，社会党の次期首相候補はまだ決まっていない（２００９年１１

月に決まる予定。２００９年７月時点の社会党党首はレンドヴァイ）。

こうして，（中道）「左派」（社会党）と「中道リベラル」（自由民主連盟）弱体化

のなかで，ハンガリー次期総選挙（２０１０年）では右派������・ハンガリー市民

連盟勝利と極右政党������の議席獲得がほぼ確実な状況にある。筆者のブ

ダペスト滞在時，中欧大学のボーレ（当時イタリア滞在中）から刊行予定論文

草稿（������２００９�）が送られてきたが，そのなかで彼女はハンガリーの近況を念

頭におきながら「不満を蓄積している有権者には，ナショナリスト（������・ハ

ンガリー市民連盟のこと－堀林）に投票するか，極右（������のこと－堀林）

に投票するか，それとも棄権するかの選択しか残っていない」と述べている。

筆者帰国直後の世論調査（７月４～１０日。ソンダ・イプソス社が実施）によ

れば，������・市民連盟の支持率４０％，社会党支持率１４％，�������支持率

６％という状況である（在ハンガリー日本大使館『政治経済月報７月号』２００９

年）。世論調査をみる限り，ハンガリー政治対抗軸はボーレが述べているよう

な「右派��極右」にまで至っているわけではない。しかし，現政権を支える社
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会党が現在の経済危機にうまく対処できなければ，ボーレが述べているよう

な政治状況にハンガリーが陥る可能性はある。そうでなくとも，最大野党右

派の言説が「健全保守」以上にナショナリスト的であり，極右が欧州議会選挙

で１５％近い得票率を獲得した状況は「民主主義の危機」として受け止めるべき

であろう。

なお，ブルガリアの２００９年７月５日の総選挙結果を受けて政権は社会党主

導政権から中道右派主導政権に移行したが，当総選挙において極右政党（「攻

撃」）の得票率は９％に達した（朝日新聞７月７日付）。また，欧州議会選挙に

おいて，極右政党がルーマニアで２議席，スロヴァキアで１議席を獲得して

いる（��������	�
	�����������７�����２００９）。経済危機は中東欧のいくつかの国

で極右台頭をもたらしていることに注意が必要である。

Ⅲ．経済成長，停滞そして経済危機へ：2002年～2009年夏のハンガリー経済

ガール（前出。������）は，ハンガリーの経済危機をめぐる筆者との討論の

なかで次のように述べた。

「確かに現在のハンガリー経済危機は，２００８年のグローバル危機波及の所

産である。２００８年１０月に外国人投資家がハンガリー国債への投資を大量に引

き揚げたことなどにより外資が流失し，ハンガリー通貨フォリントが急落し

た。そのため，ハンガリーは国債償還などに必要な外貨を調達するため���

等に援助を要請しなければならなくなった。さらに，世界不況に起因するハ

ンガリーの輸出の減少，特にドイツをはじめとする��加盟国向け輸出の急激

な減少と，ハンガリーに立地する外資系銀行のみならず，この国で最大の資

産を有する���などハンガリー系銀行による企業・家計への融資縮小による

国内向け生産と消費の落ち込みで，ハンガリーの実体経済が急激に悪化した。

２００９年第１四半期の���はマイナス５�６％（対前年同期比）である。２００９年の経

済縮小は大きいものとなるであろう」。

「しかし，既に２００６年の緊縮政策導入により２００７年以後ハンガリー経済成長

率はそれ以前の４％台から１％台に減速しており，そうした状況のなかでグ

ローバル危機がハンガリー経済に波及したというのが実情である。ラトヴィ
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ア，スロヴァキアなどは２００８年の金融危機以前の２００７年に２桁成長を遂げて

いたし，中東欧の他の��加盟国もハンガリーより高い成長実績をおさめてい

た。ハンガリー経済をみる場合には，仮に世界金融危機がなかったとしても，

成長はせいぜいここ数年１～２％にとどまっていたであろうことに注意する

必要がある」

上のような認識は筆者が討論した全ての専門家が共有するものであった。

以下では，各種統計・刊行物のほか筆者がブダペスト滞在時に行った研究者

との討論も踏まえ，ハンガリーの２００２年から２００９年半ばまでの経済動向を分

析してみたい。

表２は，２００２年から２００７年までの中東欧��加盟１０ヵ国の実質成長率の推

移を示すものである。田中は，２００６年の中東欧諸国の成長率（１１月時点での推

定値）を示しつつ，バルト諸国及びスロヴァキア，ルーマニア，ブルガリアを

高度成長国に属するとし，チェコ，ポーランド，ハンガリーを中成長国に分

類している（田中素香�２００７：２０９－１０）。しかし，表２から明らかなように，２００６

年のチェコ，ポーランドは６％台の高い成長率を示していたのに対してハン

ガリーの成長率は中東欧１０ヵ国中最低であった。とはいえ，ハンガリーも

４％台の成長（中成長）を遂げていた。そして，その成長率は２％台のドイツ，

フランスという��中心国や３～４％台のスウェーデン，デンマークなど北欧

高所得国の成長率を凌ぐものであった。東方拡大は��の成長要因となってい

たのであり，ハンガリーも��全体の成長に貢献していたということができる。

ところが，２００７年になると他の中東欧の��加盟諸国が高い成長率を維持

したのに対して，ハンガリーの成長率は１�１％に急落した。そして，（表２に

は示されていないが）世界金融・経済危機が起きた２００８年秋以前の第１四半

期・第２四半期のハンガリーの成長率は対前年度同期比それぞれ，１�７％，２％

増と回復傾向にあった。しかし，世界金融・経済危機の影響を受け，２００８年

後半にハンガリーの���は減少に転じ，２００９年に同国は本格的な経済不況に

陥るのである（後の表３参照。１９９ページ）。

このようなハンガリー経済の変動はどのように説明されるのであろうか。

まず，２００２年から２００６年までの「中成長」の要因としてハンガリーの専門家が

おしなべて強調するのが２００２年から２００６年までの期間に実施された拡張的財
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政政策である。即ち，この期間に実施された国家公務員の賃金引上げ（それは

民間部門の賃上げを誘発した），社会保障支出増大，中間層及び低所得者層の

住宅購買促進をめざす（利払いや資産保有に対する補助等）政府支援策などに

よる政府支出増加が，この期間の成長に貢献した度合いが大きいというので

ある。他方で，それは財政赤字を膨らませた。

実際のところ，上記の期間に賃金成長率は経済成長率の２倍に達し，賃金

増加は内需（消費）を拡大した。また，この期間に「１３ヵ月目の追加年金」給付

により高齢者の年金受給額は増加し，これまた消費増加に貢献した。他方で，

年金財政赤字は国家財政で補填されたため年金給付増は財政赤字拡大要因と

なった。さらに，政府補助により若年層の間で住宅及び耐久消費財需要が増

加した。こうして，ハンガリー国民の消費増加が経済成長の要因となったの

（表２）2002～2007年の中東欧諸国の実質GDPの成長率（％）

２００７２００６２００５２００４２００３２００２

６.０６.８６.３４.５３.６１.９チ ェ コ

６.３１０.４９.２７.５７.１７.８エ ス ト ニ ア

１.１４.１４.０４.８４.２４.１ハ ン ガ リ ー

１０.０１２.２１０.６８.７７.２６.５ラ ト ヴ ィ ア

８.９７.８７.８７.４１０.２６.９リ ト ア ニ ア

６.７６.２３.６５.３３.９１.４ポ ー ラ ン ド

１０.４８.５６.５５.２４.７４.８スロヴァキア

６.８５.９４.３４.３２.８４.０スロヴェニア

６.２６.３６.２６.６５.０４.５ブ ル ガ リ ア

６.０７.９４.２８.５５.２５.１ル ー マ ニ ア

（出所）����（２００９）
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である。とはいえ，ハンガリーの輸出依存度は高く（���に対する輸出の比率

は２００６年に７８％。�����２００７），上記の消費増加に加えて輸出増加，及び住宅

建設など国内投資の増加も２００２～２００６年の「中成長」要因であったことをつけ

加えておく必要があるであろう。

他方で，上記のような財政支出増大により，２００２～２００６年の財政赤字は

２００１年の対���比４％の規模をはるかに上回るものとなった。即ち，財政赤

字の対���比は，２００２年が９％，２００３年が７�２％，２００４年が６�４％，２００５年が

７�４％，２００６年が９�３％であった（以上の数値はハンガリー中央統計局発表によ

る）。２００２年と２００６年の財政赤字がひときわ大きいのは，これらの年が総選挙

の年であることと関連している（選挙年度の「ポピュリスト的バラマキ」の悪

弊がハンガリーでは続いてきたのである）。ともあれ，ユーロ圏入りの条件の

一つが財政赤字規模の対���比３％以下であることもあり，��からの勧告を

受け，ハンガリー政府は２００６年に緊縮政策に転じることになった。上述した

ように２００６年にジュルチャーニ（前）首相が「我々は（国民に）嘘をついていた」

と発言したことがリークされ，国民の反発をかったが，その「嘘」とはハンガ

リー財政の窮状を政府が国民に正しく伝えてこなかったという文脈で理解さ

れるところの「嘘」であった。

ところで，２００６年に緊縮政策（歳出削減）への転換が図られた結果，２００７年

に財政赤字は対���比４�９％に低下し，他方で成長率は１�１％に低下した。２００７

年以降金融政策も引き締められ，２００８年１０月のグローバル金融危機の波及時

までに政策金利は８�５％という高い水準に到達していた。

このような財政・金融双方における緊縮政策にもかかわらず，民間部門に

おいて２００６年以降も住宅ブームは持続した。その際，（緊縮政策への転換以前

から実施されていた）ハンガリーに立地する外資系銀行による外貨建て住宅

融資が住宅ブームに大きな役割を果たした。２０００年のドットコム・バブル崩

壊以後，米国では政策金利（��レート）が２００４年までに１％まで引き下げられ，

低金利が住宅バブルの一要因となったのであるが，ハンガリーにおいて政府・

中央銀行の緊縮政策への転換以後も，住宅ブームが持続した背景には銀行に

よる家計への融資増大があった。そして，この融資の主な担い手となったの

がオーストリア，イタリア，ベルギー，ドイツなど西欧の銀行であった。こ
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れらの銀行は��旧加盟国市場の競争激化のなかでポスト共産主義「新興市

場」における利益確保に力を入れ，当市場に進出し（子会社を作り），２０００年代

半ばまでにはハンガリーを含む中欧及び南東欧諸国の子会社に多額の資金

（外資）を注ぎ込み，当諸国に「信用ブーム」を創造するに至っていたのである。

バルト諸国に子会社を設け，当諸国の信用ブームを作り出したのは主にス

ウェーデンの銀行であった。そして，与信のなかで特に重視されたのが家計

向け融資，特に「外貨建て」住宅融資，自動車を中心とする「外貨建て」消費者

ローンであった。

ハンガリーに即していえば，ハンガリーの��加盟（２００４年）前後には，外資

系銀行（子会社）は数年先の同国のユーロ圏入りを予想して，「ユーロ建て」住

宅融資，自動車ローンなど家計向け融資（及び企業融資）を実施していたが，

同国のユーロ圏入りが遅れることが明らかになるにつれて，ユーロよりも低

利のスイス・フラン建て融資に力を注いだ。外資系銀行が外貨建て融資に力

を入れたのは，上述のようにハンガリーのユーロ圏入りを見越してのことで

あったが，それだけではなくフォリントよりもユーロやスイス・フランの方

が低利であり，顧客を引き寄せることができるからであった。こうして外資

系銀行はユーロやスイス・フラン建ての低利融資を行いつつ，他方で利回り

の大きい（国債など）フォリント建て金融商品に積極的に投資することを通じ

て利益を得た。そして，それはフォリント為替相場を高めることになった

（�������２００９：８４）。なお，ハンガリーの土着系銀行で同国最大の資産規模を

誇る銀行���もまた外貨建て融資を行っていた。ともあれ，「外貨建て」融資

増加から生じた「住宅ブーム」により，２００２年から２００６年の間にハンガリーの

住宅価格は１２％上昇した（������２００９�）。なお，以上のような外資系銀行によ

る外貨建て融資増大による「住宅・消費ブーム」は，２０００年代半ば頃にはハン

ガリーのみならず中東欧諸国全体で起きていた（��������	２００８：１５６）。

ここで，ハンガリーの外資系銀行について概観しておく。まず，２００５年時

点においてハンガリーの銀行総資産に対する外資系銀行（�������	
������


�������	�
�）資産が占めるシェアは約８５％�（��������	２００８：１５７）�，ハンガリー

銀行総数に占める外資系銀行数の比重は約７１％（杉浦�２００８：１０９）であった。

既に述べたように，ハンガリーで最大の資産を有するのは土着系銀行���で
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ある点を考慮に入れても，同国金融システムにおける外資系銀行支配は明白

である。そして，スロヴェニアを除き，中東欧諸国はハンガリーと同様に「外

銀支配」（田中素香�２００７：１４０）状況にある。ハンガリーに即して言えば，１９８９

年の政治転換以後同国においては主に外資への売却という方法による私有化

が推進されたが，銀行の私有化においてもこの方法が取られ，１９９４～９７年に

金融機関の外資への売却が加速化し，現在の「外銀支配」状況に至っている

（��������	２００８：１５５）。そして，ハンガリーに進出している外資系６大銀行（親

会社）は，①バイエリッシェ・ランデシュバンク（�������	�
���������。ドイ

ツ。ハンガリーの銀行���の最大株主），②エルシュテ・グループ・バンク

��（��������	
��������。オーストリア），③インテサ・サンパオロ・バンク

（�������	��
�����イタリア），④���グループ（ベルギー。ハンガリーの銀行�

＆�の最大株主），⑤ライファイゼン・インターナショナル・バンク・ホール

デイング（�����������	�
����
����������������。オーストリア），⑥ユニクレ

ジット・バンク・オーストリア��（��������	
���
���	���
��。オーストリア。

但しイタリアの銀行の傘下にある）である（ハンガリーも含め中東欧の金融部

門への外資の進出については，杉浦�２００８が詳しい）。ハンガリーに進出して

いる有力銀行は全て��旧加盟国の銀行であり，スロヴェニアを除く他の中東

欧諸国においても同様の状況がみられるから，田中の指摘どおり，中東欧に

おける「外銀支配」は，正確に言えば「��の銀行による」中東欧支配である（田

中素香�２００７：１４０）。

以上で明らかにしたように，２００２～２００６年のハンガリーの中成長の背景に

あったのは拡張財政政策のほか，外貨建て融資による「住宅・消費ブーム」で

あり，緊縮政策への転換で消費は減少したものの「住宅ブーム」は緊縮政策の

下でも持続し，それは２００８年前半における成長率微増要因でもあった。ボーレ

（������２００９�）は，２００８年危機以前の民間信用増大によるハンガリーの「住宅

ブーム」をクラウチの「民営化されたケインズ主義（��������	
��	�	�������）」

概念を使って説明している。ここで，クラウチの「民営化されたケインズ主義」

とは，「オリジナルなケインズ主義」（「所得と雇用を保障するための反循環的

財政政策」「負債の責任を負うのは国家」）と対置される概念であり，「民間信用

拡大」（「負債の責任を負うのは個人」）により有効需要を創出する政策のこと
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である。クラウチは，１９７０年代にオリジナルなケインズ主義の時代は終焉し，

１９９０年代以後の米英の繁栄を支えたのが「民営化されたケインズ主義」であっ

たとしている（�������２００８）。「民営化されたケインズ主義」概念をレギュラシ

オン学派の「金融主導型資本主義」ないしは「資産資本主義」（山田�２００８：７７）に

近いものとみなしてよいであろう。

クラウチの概念を援用し，ハンガリーの２００２～２００６年の「中成長」が主に拡

張的財政政策（「オリジナルなケインズ主義」）によってもたらされたとし，緊

縮財政への転換以後のハンガリーの「住宅ブーム」持続を「民営化されたケイ

ンズ主義」（２００６年以降～２００８年前半まで）の帰結とみなすことも可能である。

そして，ハンガリー（及び中東欧）の場合「民営化されたケインズ主義」は「外資

による信用拡張（外貨建てローン増大）」であったことから，それをボーレのよう

に「民営化されたケインズ主義の超国家的形態」と特徴づけてもよいであろう

（������２００９�）。

他方で，中東欧において外貨建てローンによる住宅ブームは経常赤字，対

外債務増大要因となった。ハンガリーにおける２００７年の経常赤字は対���比

６�４％であり，バルト諸国やブルガリア，ルーマニアの対���比２桁台の経常

赤字（エストニア１８％，ラトヴィア２２�５％，リトアニア１４�６％，ブルガリア

２５�４％，ルーマニア１４�４％。数値は各国統計による）と比較して小さいが，チェ

コの３�３％，ポーランドの４％と比較すれば大きいものであった。

ところで，２００８年前半のハンガリーの経済事情について言えば，成長率が

２００７年と比較して若干回復し，財政赤字は縮小していたが財政赤字の対���

比は３％を超えており，経常赤字は対���比６％台，多くの家計がローン（赤

字）を抱えているというものであった。米国及び欧州主要国で金融危機が発生

していなくとも，２００８年のハンガリーは（債務不履行を恐れる外国人投資家

の資金引き揚げによる）外資流出，通貨・金融面の混乱に至るリスクを抱えて

いたといえよう。これと関連して，���とルーマニア国立銀行共催による２００５

年のコンフェレンスが，中東欧諸国の「信用ブーム」の「潜在的リスク」に対処

すべく政策を論題としていたことに注目すべきである（コンフェレンスでの

報告に基づく論文等が，��������	�
�����������	���２００７，に収録されている）。

とはいえ，このようなリスクが現実化したのは２００８年秋のグローバル金融危
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機（とりわけ欧州主要国の金融危機）を契機としてであった。

米国と欧州主要国（特に後者）で生じた金融危機・信用収縮のため，外国投

資家が２００８年１０月にハンガリーから急速に資金を引き揚げたことで，米欧金

融危機の影響がハンガリーに波及したのである。盛田は，デフォルトを恐れ

た外国人投資家が内国債市場から一斉に資金を引き揚げたこと（１０月の３週

間に４�０００億フォリントの引き揚げ）が，ハンガリー通貨フォリントの暴落を

招いたとし，国債市場の売買の均衡を取り戻すべくハンガリー政府は���等

に融資を要請したと２００８年１０月にハンガリーで起きたことを簡潔に説明して

いる（盛田�２００８）。他方で，ハンガリーの有力経済誌『週刊世界経済』（���）の

ジャーナリスト，ファルカシュは国債市場のみならず株式市場からも外国人

投資家が資金を引き揚げ，外国親銀行からハンガリー子会社への資金供給は

滞り�「政府・民間の外貨建て債務残高は２００８年１０月に（フォリント換算で）ハ

ンガリーの���とほぼ同額」となったとしている（�������２００９：３５）。

実際の展開を追ってみると，２００８年１０月初めの３週間にフォリントは下落

した。２００８年７月中旬のピーク時に１ユーロ＝２２８フォリントであったのが，

１０月２３日には１ユーロ＝２８４フォリントにまで下落したのである（田中素香�

２００９）。ユーロのみならず他の主要通貨に対するフォリントの相場も下落した。

株式相場も大幅に下落した。フォリントの下落は外貨建てローンの借り手の

債務返済不履行リスクを高め，金融機関の経営悪化を招きかねないところか

ら，���（前述のようにドイツのバイエルシュランデュ・バンクが最大株主

である銀行）などいくつかの外資系銀行が外貨建て融資を停止した。また，土

着系銀行���も与信を厳格化した。こうして，ハンガリー国内で信用収縮（ク

レジット・クランチ）が起きた。

フォリントの下落に対抗し，ハンガリー国立銀行（中央銀行）は金利を８�５％

から１１�５％に切り上げるという措置を取った（１０月２２日）。他方で，流動性不

足に対処するため，ハンガリー政府は���，��に対し緊急融資を要請した。

���は１０月末，次いで世界銀行及び��もハンガリーに対する支援を決めた。

これら諸機関によるハンガリーへの融資額は総額２００億ユーロであった（���

融資１２５億ユーロ，世銀融資１０億ユーロ，��融資６５億ユーロ）。こうして，２００８

年末までに，ひとまずハンガリー通貨フォリントの一層の下落に歯止めがか



ハンガリーの政治経済　　（堀林）

－１９７－

かった。ハンガリー政府は，２００９年１月に��融資６５億ユーロのうち１０億ユー

ロを国債償還に充てている。他方で，ハンガリー政府は２００８年１１月に���と

世銀から融資を受けるのと引き換えに２００９年の財政赤字を���比２�９％以下

とすることを約束したが，それは２００８年第４四半期以後の実体経済悪化にも

かかわらず，ハンガリーが景気刺激策を取れない拘束となった（後述）。

その後，２００９年１月以後に再度フォリントが下落し，同月末には１ユーロ

＝２９０フォリントとなり，３月初頭には一時１ユーロ＝３００フォリントを越え

た。ハンガリーのジュルチャーニ首相は��に対し中東欧包括支援パッケージ

を要求したが，チェコなどが同調せず，バローゾ欧州委員長は（包括支援では

なく）「ケース・バイ・ケース」の支援を主張した（����������	�
����������２００９）。

とはいえ，同委員長は３月１９～２０日の欧州サミットにおいてハンガリーに対

する追加支援に含みをもたせた。４月初頭にも１ユーロ＝３００フォリントを越

える局面があったが，その後フォリントは相対的に安定に向かっている。そ

れでも筆者が滞在していた２００９年６，７月のフォリント相場平均は，それぞれ

１ユーロ＝２８０フォリント，２７２フォリントであり，２００８年のピーク時よりも

かなり低い水準にあった。

ところで，ハンガリーは金融危機を経験したかどうかという論点がある。

ガール（前出。������）は筆者との討論のなかで「ハンガリーで金融危機は起

きなかった」と述べた。確かに，２００８年１０月以後信用収縮は起きたけれども，

預金者保護があるから取り付け騒ぎも起きなかったし，金融機関破綻及びそ

れに伴う金融システム不安という事態はハンガリーでは生じていない。金融

機関の破綻がなかったのは，上述したようにハンガリーの金融システムの特

質が「外銀支配」にあるからである（なお，土着系銀行���などに対しては，ハ

ンガリー政府は���からの融資を原資とする公的資金導入を行っている）。田

中郁也は，ハンガリー銀行協会会長の「西欧銀行が支配的なハンガリー銀行部

門はハンガリー経済そのものより健全」という主旨の発言を引用し，またハン

ガリーに進出している前述した６大銀行が２００９年５月に同国での業務継続を

再確認する共同文書を出したことを引き合いに出しながら，ハンガリーの問

題は金融よりもむしろ実体経済であるとしている（��������	�
�	����

�������７������２００９）。
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筆者も，ハンガリーの通貨危機・金融混乱（外資の引き揚げによる通貨下落，

信用収縮）を，欧州主要国やアイスランドなどにおける金融機関破綻や銀行国

有化を伴う深刻な「金融危機」とひとまず区別することができると考えている。

しかし，問題はハンガリーのみならず中東欧諸国で広範に業務を展開してい

る西欧銀行が当諸国における借り手の（外貨建て）債務不履行により損失を被

り，業務を停止し資金を引き揚げることにより，金融システムが麻痺する可

能性がハンガリー（及び「外銀支配」の他の中東欧諸国）において完全に消失し

たわけではないことである。特に，オーストリアの銀行は大きなリスクを抱

えている。フィナンシャル・タイムズによれば，バンク・オーストリア，エル

シュテ・グループ・バンク��，ライファイゼン・インターナショナル・バン

ク・ホールデイングなどオーストリアの銀行の中東欧諸国への与信額は３�０００

億ドルに達し，それは同国���の約７割に達する（����������	�
����２５������

２００９）。

中東欧実体経済の悪化でこれらの債権が焦げつけば，オーストリアの金融

システムに支障をきたすところから，オーストリア政府と金融界は２００９年２

月には欧州委員会に対して中東欧支援パッケージを求めるロビー活動を展開

した。バルト諸国に対する与信額の大きいスウェーデンの銀行も大きなリス

クを抱えている。「外銀支配」状況にあるほとんど全ての中東欧諸国において

は，金融危機はまず「外銀」の危機（債権焦げ付き），外銀の母国の金融システ

ムの動揺として現われ，次いで外銀の業務停止・撤退（もしくは大幅業務縮小）

による中東欧諸国の信用収縮，金融システム動揺，実体経済の悪化という形

を取るであろう。そのような事態を避けるために求められるのは中東欧実体

経済の改善である。ところが，実体経済においてもハンガリーには「外資（多

国籍企業）支配」の問題がある。次に，ハンガリーの実体経済についてみてみる。

表３は，２００８年第３四半期（７～９月）以後２００９年第２四半期（４～６月）ま

での中東欧諸国（ここでは「中東欧諸国」を��新加盟国に限定して用いる）及

び��加盟国全体・ユーロ圏諸国全体の���の変化を示すものである。これら

によって経済変化の方向と規模を知ることができる。チェコ，ポーランド，

スロヴェニア，スロヴァキアを除き，中東欧諸国は既に２００８年第３四半期か

らマイナス成長（対前期比。ブルガリアは不明）となったが，国際的金融危機
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の波が実体経済に波及した２００８年第４四半期（１０～１２月）にはスロヴァキアを

除く中東欧諸国（��新加盟国）がマイナス成長となった（対前期比。ブルガリ

アは不明）。ポーランドを除く中東欧諸国において実体経済の悪化（���の対

前期比マイナスの規模）が最も強くみられたのは，２００９年第１四半期（１～３

月）であった（ブルガリアは不明）。ポーランドはこの時期以降���は対前期比

でプラスに向かう。２００９年第２四半期（４～６月）にも，多くの中東欧諸国で

マイナス成長が続くが，マイナス幅は第１四半期よりも縮小する。しかし，

同時期ハンガリーのマイナス幅はそれほど縮小していない。なお，２００９年第

（表３）中東欧諸国のGDP成長率の変化（2008年第３四半期～2009年第２四半期）

前年度同期からの変化（％）前四半期からの変化（％）

２００９年２００８年２００９年２００８年

第　２
四半期

第　１
四半期

第　４
四半期

第　３
四半期

第　２
四半期

第　１
四半期

第　４
四半期

第　３
四半期

－－３.５３.５６.８－－－－ブルガリア

－－３.４－０.１３.１－－３.４－１.８０.６チ ェ コ

－１６.６－１５.１－９.７－３.５－３.７－６.１－５.３－２.８エストニア

－１８.２－１８.６－１０.８－５.８－１.６－１１.０－４.９－１.８ラトヴィア

－２０.４－１１.６－１.３２.０－９.８－１０.２－１.４－０.３リトアニア

－７.４－５.６－２.２０.３－２.１－２.６－１.９－１.０ハンガリー

１.４１.７２.６４.９０.５０.３－０.１０.６ポーランド

－８.８－６.２２.９９.２－１.２－４.６－２.８－０.１ルーマニア

－９.０－８.９－０.９３.７０.７－６.４－４.１０.７スロヴェニア

－５.３－５.６２.５６.６２.２－１１.０２.１１.８スロヴァキア

－４.８－４.８－１.７０.７－０.２－２.４－１.９－０.４� � 　２７２７ 

－４.７－４.９－１.７０.５－０.１－２.５－１.８－０.３ユ ー ロ 圏

（出所）��������（２００９）
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２四半期にはポーランドに続いてスロヴェニアとスロヴァキアがプラス成長

に転じた。２００９年第２四半期の対前年同期からの経済縮小規模が最も大きい

のがバルト３国である（エストニア約１６％，ラトヴィア約１８％，リトアニア約

２０％の減少）。以上が中東欧諸国の２００８年後半から２００９年前半までの経済動向

である。

ハンガリーについて言えば，早くから不況局面に入り，２００９年前半期にお

いて経済はまだ下げ止まっていない。ハンガリーの２００８年第２四半期と比べ

た２００９年同期の経済の落ち込みはバルト諸国ほど大きくないにしても，マイ

ナス７�８％という数値は小さなものではない。以下では，ハンガリー中央統計

局のデータ（�����２００９）に基づいてハンガリーの２００９年前半期の経済不況の

実態を概観してみる。

２００９年前半期の工業生産は前年同期と比較して実に２２�５％減少している。

その主たる原因は��市場縮小に伴う輸出減少である。上述したように，ハン

ガリーの���に対する輸出の占める比率（輸出依存度）は８０％近くに達してお

り（７８％。２００６年），輸出の約８０％は��加盟国向けである。主要輸出財は家

電・電子関連財と自動車関連財であり，これらの輸出を担っているのは外資

系企業である。即ち，ハンガリーは１９９０年代末以後外資主導・輸出主導の発

展を示してきた。ベレンドが示すように，２０００年代初頭のハンガリーでは「雇

用の４７％，投資の８２％，販売高の７３％，工業関連輸出の８９％が外国企業によっ

て担われていた」（�������２００９：１１５）のである。また，グレシュコヴィッチが

示すように，２００３年のハンガリーの輸出においては自動車及び装置産業など

技術集約型重工業（�������	
���）の加工品と，電機・電子・軽量機械産業な

どの技術集約型軽工業（�������	
���）の加工品の輸出総量に占める比重がそ

れぞれ２９％，４２％であり，技術集約度の高い輸出財が総輸出に占める比重が

合わせて７１％に達し，その意味でハンガリーは「準中心国」（�������	�）型輸出

構造を有していた（�������	
��２００８：２１－３）。世界不況，特に欧州先進国の

不況はハンガリーの輸出に大きな打撃を与えた。２００９年前半期の輸出はユー

ロ換算で（２００８年前半と比べて）２６％も減少している。ハンガリーの対��諸国

向け輸出のなかでもドイツへの輸出は最も重要であり，２００８年１２月時点でハ

ンガリー輸出全体の２７％を占めていたが（日経ビジネス�２００９年７月１３日号，
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４４ページ），ハンガリー中央統計局のデータによれば，２００９年第１四半期（１

～３月）のドイツ向け輸出は前年同期比で３０％低下している（�����２００９：３２）。

ハンガリーに進出している多国籍企業は，他の中東欧諸国のそれと比較し

て，国内（土着）企業をサプライヤーとする比重が高い（多国籍企業のサプライ

ヤーとして国内企業が占めるシェアはハンガリーで４５％。�������２００９：１３２）。

したがって，輸出の減少は国内生産（販売）の減少につながる。２００９年前半期

に工業製品の国内販売高は（対前年度同期と比較して）１２％減少した。さらに，

ハンガリーに現地法人を持つスズキ，フォルクスワーゲンなどはハンガリー

市場向け生産を行ってきたが，後述するような雇用悪化や外貨建て負債増加

に伴う家計消費減少もハンガリーの国内販売減少の要因となった（２００９年前

半期に自動車及び自動車部品など関連財の国内販売は対前年同期比で３２％減少

した）。

国内外の販売不振により，外資系企業・国内企業ともに人員削減をはかっ

た結果，２００９年前半期平均就業率（１５～６４歳の生産年齢人口に対する就業者

の比率）は，２００８年前半期平均と比べ１％近く低下し５５�６％となり，失業率は

２００８年前半期平均７�７％から２００９年前半期平均９�６％と２％弱上昇した。筆者が

討論した「国民雇用局研究ユニット」（旧労働研究所）のフレイ（�������	）は「政

府は雇用助成金を企業に与えているが，企業経営者はフルタイムの従業員に

パートタイマーとなるよう迫っている」と述べた。他方で，同ユニットのノイ

マン（�������	
）は「外資系企業は非正規労働者から解雇している」と述べた。

労働者を非正規化し，また非正規労働者を景気の調整弁とするような日本で

起きている事柄がハンガリーでも進行しているのである。

就業者の所得は，２００９年前半期に２００８年同期と比べて，名目で１％増加し

ているが，この間の消費者物価上昇率が３�３％なので実質的には２％強減少し

ている。また，フォリントの下落により，２００９年６月の外貨建て債務（住宅，

自動車等）総額はフォリントに換算すると昨年６月と比べ３３％増加している。

こうして雇用減少，所得減少，債務増加により家計消費は冷え込み，小売販

売高は２００９年前半期に３�５％減少している（実質。対２００８年同期比）。以上みて

きたように，１９９０年代末以後の外資主導・輸出主導の経済発展パターンが世

界不況で行き詰まり，また２０００年代以降の外貨建て過剰融資による「住宅ブー
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ム」終焉とその余波（ハンガリー通貨下落による負債増加）により，２００８年秋

以降ハンガリー経済は本格的不況に陥り，２００９年前半期にはまだ不況からの

出口が見えない状況にあるのである。それでは不況下のハンガリーの経済政

策はどうであろうか。次にこれをみてみる。

Ⅳ．経済危機下の経済政策：緊縮政策傾向

�２００９年６～７月の訪問時に筆者がブダペストの街を歩いていて気づいた

ことは，至るところで道路補修工事が行われていたことであった。政府の景

気対策のせいかと思い，討論相手にたずねたところシャシュ（前出。経済研

究所）及びサーニ（�������	
�。科学アカデミー世界経済研究所研究員）の回答は，

土木工事の多くが��構造基金からの支出で実施されているというもので

あった。��構造基金は，地域開発基金，社会基金，農業指導保証基金などか

らなり，ハンガリーには２００７～１３年に２３５億ユーロの構造基金が配分されてい

る。インフラ整備にあてることのできる地域開発基金が土木工事に充てられ，

社会基金が雇用助成のために使用されているというのが両氏の説明であった。

ハンガリー中央統計局のデータ（�����２００９）によれば，６月以前の数ヵ月の

間に政府や自治体による土木建設業者への発注が殺到しており，２００９年６月

の建設部門の実績は，２００８年同月と比べ１６％上回っている。但し，２００９年前

半期を通してみれば建設部門の実績は２００８年同期の実績を２％下回っている。

��構造基金を使用した公共事業（景気対策ともなる）は，経済危機の本格化よ

りも遅れて開始されているようである。

総額２００億ユーロからなる���，��，世界銀行からの融資のうち���からの

融資分は，主に国債償還と金融システム安定化のために支出されている。後

者についていえば，土着銀行の大手���をはじめ，いくつかの土着系銀行へ

の政府出資（公的資金導入）のために使用されている。既に述べたように，��

社会基金を使用し雇用助成の施策が実施されているが，国家財政を通ずる雇

用政策もとられている。雇用を維持するか，解雇された労働者を雇用した企

業に対しては社会保険負担金を免除するといった施策がこれにあたる。前出

のフレイ（国民雇用局研究ユニット）によれば「フルタイム労働者の労働時間
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を５時間に短縮し，短縮された時間を教育訓練にあて，その教育訓練費用を

国家財政が負担する」といった施策もとられている。

２００９年１月に欧州投資銀行はハンガリーに対し４億ユーロの融資を行うこ

とを決めたが，この融資と欧州構造基金の一部が中小企業支援にあてられて

いる。融資及び一定限度までの融資分に対する税制優遇措置・政府保証が中

小企業支援の主な内容である。しかし，輸出の低迷により外資系企業のサプ

ライヤーである中小企業の販路は狭まっており，そうした企業への融資がど

こまで効果を持つかは疑問であるというのがノイマン（前出。国民雇用局研究

ユニット）の見解であった。

前述したように，政策金利は為替下落を食い止めるために２００８年に１０月に

１１�５％に引き上げられた後，段階的に引き下げられ，２００９年７月末には８�５％

になっているが，それでも高い水準にある。金融政策以上に緊縮的なのが財

政政策である。既に上で紹介したファルカシュの論文は「他では政府が経済に

追加的需要を注ぎ込んでいるのに，ハンガリーでは毎月，毎日資金を（民間か

ら－堀林）吸い上げている」としている（�������２００９：８６）。そして，筆者の討

論相手のガール（前出。������），フレイ（前出。国民雇用局研究ユニット），

レーティ（�������	
。ハンガリー科学アカデミー経済研究所）のいずれもが２００８

年１０月の金融混乱以降もハンガリーの財政政策基調は緊縮であると述べた。

ジュルチャーニ（前）内閣は，２００９年予算を１２月に提案し，それは国会で可決

されたが，そこでは２００９年の成長率がマイナス１％と想定されており，そこ

から生じる歳入減を試算したうえで，２００９年の財政赤字を対���比２�９％以下

とするよう計画されていた。前述したように，財政赤字の対���比２�９％以下

への抑制が���等の緊急融資のコンディショナリティであったからである。

ところが，経済不況規模が２００８年１２月の想定以上のものとなることが明らか

になるにつれて，財政緊縮志向はさらに強まった。

バイナイ内閣発足後，財務相が���・世界銀行を訪問し（２００９年４月），２００８

年１１月にハンガリーが���と交わした約束（２００９年の財政赤字の対���比を

２�９％以下に抑えるという約束）を尊重することを確認している。筆者のブダ

ペスト訪問当時，バイナイ内閣が提出した税制改革法案・不動産税法案・育

児手当法案が国会で審議されており，６月２９日に可決されたが，それも財政緊
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縮政策の方向に沿うものであった。それも含めて，これまでに決められた施

策を列挙すれば以下の通りである（主に，�������２００９参照）。

①２００２年に導入された「１３ヵ月目の年金給付」廃止。経済成長率に応じた一時

金制度に変更。

②公共部門労働者に対する「１３ヵ月目のボーナス」廃止（既に実施）。

③育児給付期間削減（３年間から２年間へ）（２０１０年５月以降に生まれる子供

に適用）。

④年金受給年齢の引き上げ（６２歳から６５歳へ）（段階的に実施）。

⑤早期退職可能年齢引き上げ（男性の下限を６０歳へ，女性の下限を５９歳へ）。

⑥付加価値税（���）の２０％から２５％への引き上げ（２００９年７月より実施）。

⑦不動産税導入（２０１０年より実施）。

⑧法人税の引き上げ（７月国会通過。１６％から１９％へ）。但し，企業に課せら

れてきた連帯税４％が廃止されるので企業の税負担は軽減される。

⑨企業の社会保険料納付率削減（３２％から２７％へ）。

⑩個人所得税は年収５００万フォリントまでは１７％，それを上回る部分は３２％に

改訂。

以上のような施策は「バイナイ・パッケージ」と呼ばれている。ここで，①

～⑦は歳出削減と増税により財政赤字縮小をめざすものである。⑧，⑨は雇

用コスト削減により企業の輸出競争力を高めようとするものである。後者と

関連して討論相手のガールは（前出。������）「競争力向上のための企業負担

軽減ではバルト諸国とスロヴァキアが先行しており，今回のハンガリーの措

置はそれに追随するものである」と述べた。企業負担（税・社会保険料）軽減に

加えてバルト諸国，スロヴァキアは所得税の累進性を廃止するなどサプライ

サイド経済学に基づく新自由主義的税制を導入している。ハンガリーの場合，

⑩に示されるように個人所得税は一律課税ではなく，この点では上記諸国と

異なる。

���は２００８年１１月にハンガリーへの融資を決定した際には同国に対し財政

赤字に関わる条件（赤字を対���比２�９％以下とすること）を課すとしたもの

の，２００９年５月になると���と欧州委員会はハンガリーに対する財政緊縮の

度合いを弱めてもよいとした（２００９年の財政赤字の対���比は３�９％以下，
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２０１０年のそれは３�８％以下と提示）。また，欧州委員会は２００９年６月２４日にハ

ンガリーが���加盟の財政面での基準（財政赤字の対���比３％以下）を満

たすべき年を２００９年でなく，２０１１年でよいと決めている。さらに，���は既

に「弾力的融資方針」（���������	
��������）に乗り出しており，コンディショナリ

ティを付さない融資をメキシコやポーランドに対して実施している（�������

２００９：８９）。ハンガリー財務相は２００９年５月に「新たな緊縮政策追加の必要な

し」とし，７月にハンガリー政府は２００９年の財政赤字を対���比２�９％以下で

なく，３�９％以下（���と��が提示した数値）とすることを目標とすると表明

した。しかし，ハンガリー政府が緊縮財政からの転換を実施しようとしてい

るわけではない。

筆者は，伝統的ケインズ主義復活という世界的趨勢及び���と��の現在の

スタンスを考慮に入れるなら，米国，日本，��主要国，中国などのように大

規模でなくとも「財政支出増加による景気浮揚がハンガリーでも必要かつ可

能でないか」とレーティ（前出。経済研究所）との討論のなかで述べたが，「マ

クロ経済学的にみて，そうした施策はハンガリーでは可能でない」というのが

彼の回答であり，他の討論相手からも筆者に同意する見解表明はなかった。

筆者は，彼らが「理論的に」景気政策一般を否定しているのではなく，これま

でハンガリーで実施されてきた「政治サイクル」（選挙前の財政支出増）に対す

る不信，汚職などと絡んで政治家不信を強く持っているため財政支出増に積

極的でないのではないかと推察している。とはいえ，討論を通じて旧西側諸

国では「過去のものとなった」新自由主義がハンガリーではまだ生きていると

の感触を筆者がもったことも事実である。

Ⅴ．資本主義化の到達点と今後の課題：外資依存から国内企業発展重視へ

上でみたハンガリーの危機も含め，中東欧諸国の現在の危機と危機以前の

当諸国の資本主義化との関連について検討し，中東欧諸国，とりわけハンガ

リーが直面している課題について検討してみたい。とはいえ，ここでの検討

はまだ充分掘り下げられたものではないことを断っておく。

筆者は，これまでのいくつかの論文（堀林�２００７；２００８；２００９�；２００９�及び
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��������	
��２００８）において，ボーレとグレシュコヴィッチ共同論文（�������	
�

�������	
��２００７�；２００７��）に示されているポスト共産主義的資本主義の多様性

論を紹介・検討してきた。ボーレ�グレシュコヴィッチ共同論文の内容を，彼

らの他の文献で補完しながら紹介すれば以下の通りである。彼らによれば，

中東欧（２００４年の��新加盟国に限定）には次の３つの型の資本主義が出現し

ている。

①バルト３国（エストニア，ラトヴィア，リトアニア）の「純粋な新自由

主義」型資本主義

ロシアからの独立維持がバルト３国の政治経済政策の基調にあり，独立の

象徴として独自通貨を創出し，通貨安定性を保持するためユーロ・ペッグ制

度を取っている。そして，マクロ経済安定化のため緊縮的財政政策が基調と

なっており，バルト３国の社会保障支出は��諸国のなかで最も低い水準にあ

る（社会保護支出の対���比は２００３年に３国とも１５％弱。堀林�２００９�）。これ

と（特に，ラトヴィア，エストニアでは）アイデンティティ・ポリティクス，

即ちロシア語使用者に対する差別（市民権制限）があいまって，バルト諸国の

「社会的包摂」は弱い。バルト諸国にも���が流入しているが，食品，繊維・

衣類，木材加工，鉄鋼，石油化学が大半を占め，「ハイテク」分野への���流

入は少ない（田中素香�２００７：２１３）。エストニアの輸出依存度が高く（７０％），

同国は技術集約度の高い輸出（電子製品）も行っているが，総じてバルト３国

の主力輸出産業は旧型重工業や労働集約型軽工業である（�������	
��２００８：２２

‐３）。バルト３国の輸出構造は，ルーマニアやブルガリアと同様に「準周辺

国」型のそれに分類される（�������	
��２００８：２３）。

②スロヴェニアの「ネオ・コーポラティズム」型資本主義

旧ユーゴスラヴィア時代の自主管理の遺産に基づき良好な労使関係を形成

し（ネオ・コーポラティズム。�������２００７参照），社会保障水準もポスト共産

主義諸国のなかでは最も高い（社会保護支出の対���比は２００５年に２５％強。堀

林�２００９�）。貿易開放度は高いものの，輸出依存度は６０％（２００４年）であり，

チェコ，スロヴァキア，ハンガリーの輸出依存度（後述）よりは低い。スロヴェ

ニアは国内資本保護・育成を重視し，外資（���）流入については漸進的に進

めてきたが，それでも１９８９～２００４年の累積���を一人当たりの額で測れば，
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スロヴェニアの数値はポーランドのそれより高い（スロヴァニアが１�５０７ドル，

ポーランドが１�４７１ドル。�������２００９：１１６）。スロヴェニアの主要輸出品は自

動車，薬品などであり同国の輸出構造は「準中心国」型に分類される。

③ヴィッシェグラード諸国（ポーランド，ハンガリー，チェコ，スロヴァ

キアの４ヵ国）の「埋め込まれた新自由主義」型資本主義

ヴィッシェグラード諸国は新自由主義を基調として資本主義化を図ってき

たものの，そこから生まれる「社会的コスト」を緩和するため，バルト諸国よ

りも高い社会保障を維持してきた（同諸国の２００３年の社会保護支出の対���

比は２０％前後。堀林�２００９�）。さらに，時期は異なるもののヴィッシェグラー

ド４国とも（ハンガリーでは早期に，他の３ヵ国では１９９０年代後半以降に）外

資（���）導入を促進し，国内企業とともに既に立地している外資系企業に対

して一定の保護政策を実施してきた（������２００９�：１７４）。外資主導の製造業

構造改善により，チェコ，スロヴァキアでは自動車，ハンガリーでは電機・

電子製品の輸出に占める割合が高く，これらの国の輸出構造は「準中心国」型

に分類される（�������	
��２００８：２３）。また，これら３国の輸出依存度はバル

ト３国，スロヴェニア，ポーランドと比べて高い（チェコが２００６年に�７６％，

スロヴァキアが２００７年に８６％，ハンガリーが２００６年に７８％。それぞれについ

ては，�����２００８��������２００９��������２００７参照）。

１９８９年から２００４年までの累積���の絶対額で，ポーランドは中東欧でトッ

プであるが（約５６０億ドル），一人当たりの累積額が最も高いのはチェコ（約

４�０００ドル），次いでハンガリー（約３�７００ドル）であり，ポーランドのそれは（約

１�４７０ドル）はスロヴェニア，スロヴァキアのみならず，エストニア，ラトヴィ

アと比べても低い。そのこととも関連して，ポーランドでは自動車なども主

要輸出財であるものの，輸出に占める旧来型素材産業（重工業）製品の比重が

高い（�������	
��２００８：２２）。また，ポーランドの輸出依存度はヴィッシェグ

ラード諸国のなかで最も低く（２００７年に４１％。�����２００８�），さらにスロヴェ

ニア（６０％）と比較しても低い。なお，ポーランドも含め「埋め込まれた新自由

主義」においては，経済の社会的「埋め込み」（社会的保護と産業保護）のための

施策（財政支出等）とマクロ経済バランス実現のための施策の間に緊張関係が

存在するというのがボーレとグレシュコヴィッチの見解である。
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以上のようなボーレとグレシュコヴィッチの見解について筆者（堀林）は彼

らの中東欧資本主義多様性論を肯定的に評価しつつも「ボーレとグレシュコ

ヴィッチのこれまでの研究においては超国家的金融資本が中東欧資本主義に

及ぼす影響に関する具体的分析は示されていない」と指摘し（堀林�２００７），ま

た「ヴィッシェグラード諸国を一つのタイプに括るのは困難である」（堀林�

２００９�）との批判を行ってきた。

２００８年１０月以降の中東欧危機は筆者の批判がある程度的を射たものであっ

たことを示している。既にみたように，スロヴェニアを除く中東欧諸国の危

機の源泉となったのは金融セクターにおける「外銀支配」（田中素香�２００７）と，

主に外銀による過剰な外貨建て融資（住宅・消費ブーム）であった。２００８年の

危機発生前にバルト諸国とハンガリーでは外貨建て家計向け融資の家計向け

融資全体に占める割合は７～８割に達していた。そして，それは当諸国の経

常収支の悪化をもたらしていた。そのような状況のもとで，欧州先進国にお

ける金融危機に伴う西・北欧「親銀行」から中東欧現地「子会社」への資金供給

の滞りが，中東欧諸国の信用収縮とそれに伴う実体経済悪化をもたらした要

因であった。ボーレとグレシュコヴィッチは，製造業における外資動向を丹

念に分析してきたが金融面の分析を充分に行っていなかったため欧州主要国

の金融危機の中東欧への波及をみる用意を欠いていたといえる。

なお，スロヴェニアにおいては銀行総資産に占める外資系銀行資産の比重

は低いものの（約２３％，２００５年。杉浦�２００８），同国でも危機以前に家計向け与

信が膨張していた。そしてグローバル金融危機の波及による信用収縮がスロ

ヴェニアにおいても相対的に大きな生産縮小（１９９ページの表３参照）の原因

となったことにも留意が必要である。スロヴェニアは既にユーロ圏に入って

いるから，ユーロ圏（独仏など大陸欧州主要国が参加）の金融危機は直ちにこ

の国に波及したのである。

とはいえ，ボーレとグレシュコヴィッチの「ポスト共産主義的資本主義の多

様性論」が中東欧諸国の危機を分析する際に有効でないというわけではない。

例えば，中東欧諸国のなかでバルト諸国において２００９年度前半期の生産の落

ち込みが前年同期比で最も大きく，経済危機が最も深いことは，バルト諸国

において，一方で生産構造改善が遅れており，他方で２００７年までの高度成長
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が住宅バブルに負うところが大きかったことと無縁ではない。ボーレとグレ

シュコヴィッチはバルト諸国の輸出競争力の弱さ（経常収支赤字に至る問題

点）を指摘していた点で正しかったのである（なお，田中は２００８年以前に中東

欧における「外銀支配」のみならず，バルト諸国の「バブル」の危険を予告して

いた。田中素香�２００：１４５及び２１３）。バルト諸国も含む中東欧諸国では金融危

機を再現させない取り組みとともに，実体経済縮小を食い止め，持続的成長

をもたらす生産基盤を拡充する必要がある。そして，これまでの資本主義化

過程において生産構造改善が遅れてきたバルト諸国やブルガリア，ルーマニ

アは，スロヴェニアやヴィッシェグラード諸国よりも大きな実体経済改善の

努力を必要とすると言えよう。

ヴィッシェグラード諸国を「一つのタイプに括ることはできない」と筆者

（堀林）は指摘してきたが，そこで問題にしていたのは，一方でポーランドの

貧困率が��新加盟国のなかでバルト諸国と並んで高く，他方でスロヴァキア

が１９９０年代末以降一律所得税・法人税導入など「新自由主義」への傾斜（ネオ・

リベラル・ターン。��������	
���２００７）を示しており，ヴィッシェグラード諸国

の新自由主義の「埋め込み」が一様ではないということであった。そして，

ヴィッシェグラード諸国のなかではチェコが最も新自由主義の「埋め込み」が

強く，ハンガリーにおいては「新自由主義志向」と「経済の社会的埋め込み」の

対抗関係が激化していることを示唆していた（堀林�２００９�）。２００８年秋以後の

事態は，こうした点のほかにもヴィッシェグラード諸国に相違があることを

示している（後述）。

ところで，ヴィシェグラード諸国の資本主義を形容する際にボーレとグレ

シュコヴィッチによって用いられている「埋め込まれた新自由主義」という概

念は，ハンガリーの危機への経路を説明する際に有効である。「グヤーシュ社

会主義」の伝統はハンガリー資本主義化の経路を規定してきた。資本主義化始

発期の中道右派政権（アンタル政権）は，転換から生じる社会的コストに対応

すべく社会政策を実施した（失業に追い込まれる人々を早期退職年金・障害年

金適用で救済する施策や育児手当拡充施策など）。また，１９９０年代半ばに社会

党主導（中道）左派政権のもとで社会保障削減措置（ボクロシュ・パッケージと

呼ばれる緊縮政策）が取られたものの，その後の政権は左右を問わず北欧や大
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陸欧州主要国の社会保障水準（��旧加盟国＝��１５の社会保護支出の対���

比は２００３年に平均３０％弱）と比較すれば低いが，旧ソ連・東欧諸国のなかでは

（スロヴェニアに次いで）相対的に高い水準の社会保障支出を行ってきた。他

方で，ハンガリーは早くから外資への売却を通じた私有化を促進し，外資系

企業による輸出に依存する経済を形成し１９９８年～２００６年までは相対的に高い

成長を維持してきた。その意味でハンガリーは２００６年までは「埋め込まれた新

自由主義」の成功例であったといえる。しかし，既にみたように１０％に近い財

政赤字を出した２００６年以後，欧州委員会の勧告を受け，ハンガリーは緊縮政

策に転じたのである。にもかかわらず，「民営化されたケインズ主義」（民間金

融機関の過剰融資による需要創出）による住宅ブームが続き，経常収支悪化と

対外債務増加を招き，それがハンガリーに経済危機をもたらす内的要因と

なったのである。さらに，高い輸出依存経済は最大の輸出先であるドイツを

含む欧州主要国の不況を通じてハンガリー実体経済回復を困難にしてきたの

である。

筆者は，２００２年以後の賃金引上げや「１３ヵ月目の年金支給」など国民の生活

水準改善施策自体が誤りであったとする視点からハンガリーの資本主義化の

問題点を指摘する立場には与しない。ハンガリーの���が１９８９年水準に回復

したのは２０００年であるが，同年の実質賃金は１９８９年水準の８５％であった。し

たがって成果の果実を国民に還元する施策は必要であった。こうして，２００２

年以後賃金引上げが実施されるのであるが，２００４年のハンガリーの���が

１９８９年と比較して２０％増加しているのに対し，２００３年のハンガリーの実質賃

金は１９８９年と比べ１１％増であり，経済のキャパシティと比較してハンガリー

において大きな賃上げがなされたわけではない（数値については，�������

２００９：１０９及び２０９）。より大きな問題はむしろ，選挙対策のための財政支出と

いう悪弊と，過剰な信用創造がなされた点にある。前者は，経済政策よりも

政治の問題である。そして，後者は「外銀支配」と関連を持つ。

資本主義化にあたって，ハンガリーのみならず旧共産主義国において市場

経済適合的な金融機関，ノウハウは不足していたから，市場経済に不可欠な

金融インフラを整備するために外資を導入すること自体は誤りでない。しか

し，外資がマジョリティの銀行資産の銀行総資産の対する比重が８５％（ハン



ハンガリーの政治経済　　（堀林）

－２１１－

ガリー。２００５年）というのは過度の外資依存であるといえよう。こうした状況

のもとでは，欧州主要国の過剰流動性の流入による「信用バブル」を抑制する

ことは困難であり，他方で政府が国内企業を育成するための融資政策を展開

することも困難である。ハンガリーは，他の中東欧諸国と比較して国内企業

向け信用供与は大きいものの，��旧加盟国の水準からみれば相当低い（ハン

ガリーの民間セクター向け与信額の対���比は２００５年に約４５％。ユーロ圏の

それは２００４年に１１０％。��������	２００８：１６５）。国内（土着系）銀行を育成する課

題にハンガリーは直面しているといえよう。

さらに，２００８年秋以後の実体経済の落ち込みとその持続のなかで明らかに

なっているのは，ハンガリーの経済構造・発展パターンが「過度の外資系製造

企業への依存」と「過度の輸出依存」であることである。そのことは，ハンガリー

とポーランド及びスロヴェニアとの対比で言えることである。既に，表３で示

したように２００９年第２四半期にハンガリーの���の下落が続いているのに対し

て，ポーランドでは同第１四半期にプラス成長に転じており，スロヴェニア

も同年第２四半期にプラス成長に転じている。筆者は，６～７月のハンガリー

滞在の際，在ハンガリー・ポーランド大使ステンピンスカ（�������� �������）と会見

し，ポーランドの経済事情がハンガリーと比較して良好なのはなぜかと尋ね

た。大使の回答はポーランドにおいても「外銀支配」はあるものの（銀行総資産

に占める外資系銀行の資産の比重は７５％。��������	２００８：１５７），ポーランドの

家計部門向け融資に占める外貨建て融資の比重は４０％程度でありハンガリー

ほど大きくなく，したがってズロチ（ポーランド通貨）下落による家計債務の

増加がハンガリーほど大きくないこと，��加盟以後農業改善が進み農産物の

内外市場が広がっていることと合わせて「ポーランドはハンガリーほど輸出

依存度が高くなく，輸出減少を内需が補っている」というものであった。ポー

ランドの人口は約４�０００万人であり，約１�０００万の人口のハンガリーと比較して，

ポーランドには潜在的内需が期待できるという有利さがあるが，それとは別

にポーランドのこれまでの発展パターンがハンガリーほど強く輸出に依存し

てこなかった点も重要である。

既に述べたように，スロヴェニアにおいては金融システムにおける「外銀支

配」はみられないし，製造業への外資導入も慎重に進められてきた。スロヴェ
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ニアの輸出依存度（６０％。２００７年）はハンガリー（７８％。２００６年）とポーランド

（４１％。２００４年）の中間の値を示す。２００万の人口のスロヴェニアが経済成長を

遂げるには外需を欠かすことはできないからポーランドと比較して輸出依存

度が高いのは当然であるが，この国が国内労使協議に基づき成長を遂げてき

たことは評価に値する。また，同国が国内発イノベーションを促進するため

に中東欧諸国のなかでは最も研究・開発に力を注いできたことも特記すべき

事柄である（スロヴェニアの���に対する�＆�支出の比重は１�５％。ハンガ

リーは０�８％。２００３年。�������２００９：１４３）。スロヴェニアは，２００８年第４四半

期から２００９年第１四半期に成長率はマイナスとなったが，２００９年第２四半期

にはプラス成長に転じている。そして，スロヴェニアは，ハンガリーやラト

ヴィアとは異なり，（世界の大勢と同様に）景気刺激のための財政出動政策を

取ってきた（�����２００９�：１２）。そして，そのことがプラス成長への転化のひ

とつの要因となったのである。

ディッカーによれば，ハンガリー，ポーランド，スロヴェニアは中東欧諸

国のなかでは，被用者全体に占める中小企業被用者の比率が相対的に高い国

に属する（３国ともに２０％）。しかし，��全体の被用者に占める中小企業被用

者比率は５０％であり，地中海沿岸諸国のそれは６０～８０％である。それらと比

較すれば上記３つの中東欧諸国の中小企業の発展は遅れている（������２００４：

３０９�なお，３つの中東欧諸国以外での数値は１０％）。ベレンドは，中小国内企

業の発展が遅れていることは中東欧諸国の弱点であると指摘している。南欧

（地中海沿岸）諸国は，一方で外資導入（主要先進国企業の多国籍化）を通じて

生産構造を再編成してきたが，他方で「職人的技能」とコンピューターなど「ハ

イテク技術」を組み合わせ需要の多様化に対応するフレキシブルな生産構造

を生み出すことによって，中心国へのキャッチ・アップを図ってきた。こう

した戦略が中東欧諸国でも必要であるとベレンドは指摘しているのである。

そして，外資の力も借りながらよく機能する市場経済のインフラストラク

チャーを整備するのが中東欧諸国の「転換の第１章」であったとすれば，「転換

の第２章」の課題は「国内ベースの持続的成長」であり，それは外資導入を通じ

て既存の技術・知識を輸入することによってではなく「国内発」（�������	）イ

ノベーションに基づくことによって実現されるべきであり，外資依存から国
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内企業発展重視への発展戦略のシフトが必要であるというのがベレンドの見

解である（�������２００９：１７６）。

筆者はこれを傾聴すべき見解であると考える。そして，中東欧の歴史に対

しても造詣の深いレ－ティ（前出。経済研究所）とこうした見解をめぐる討論

を行った。彼は「外資依存と対外債務の問題は戦前からのハンガリーの体質と

でもいうべきものであった」と指摘し，１９８９年以後の外資依存，輸出志向の道

については「他に選択肢はなかった」と述べたうえで，現時点ではベレントの

ような見解も「考慮に値する」とした。レ－ティの指摘は正しく，オーキーに

よれば１９２８年にポーランドの資本の６０％，ハンガリーの資本の５０％は外国人

所有であった（オーキー�１９８７：２４９）。筆者は，国内企業育成重視へのシフト

は，まだハンガリーの経済学者や政策担当者の大勢を占めるようになってい

るとは考えていないが，輸出縮小により生産低下が続く状況のなかで，そう

した状況にも変化が出てくるのではないかと予測し，また期待している。

Ⅵ．小括及び残された研究課題

これまでの叙述において何度か言及したハンガリー出身で現在米国����

で教鞭を取っている歴史家ベレンドは，１９９０年の日本語版著書において，ハ

ンガリーを含む中東欧地域を「資本主義化（工業化）」，「民主化」，「国民国家」

形成という西欧的近代化に失敗した（あるいは半ばしか成功しなかった）ため

に，その挫折反応として左右の権威主義的体制（戦前のポーランド，ハンガ

リー等における右翼権威主義体制及び戦後の共産主義体制）に至った地域で

あると特徴づけた。そして，１９８９年「東欧革命」以後に予測される当地域の２

つのシナリオを明らかにした。第１は，「成功の道」であり，それは「西欧」に

つながる道，即ち国内合意，「ヨーロッパとの包括的な統合」を通じて「民主主

義」を発展させ，「市場経済化」を通じて繁栄に到達する道である。第２は，

「国内の合意に代わって，甚だしい不一致による不断の政治闘争と敵対諸勢力

間の自滅的な闘い」（ベレンド�１９９０：序文����）から経済的停滞に陥り，また

しても非合理主義的な急進主義体制と西欧からの孤立に至る道である。

１９８９年の共産主義崩壊後しばらくの間，市場経済化と民主主義への移行に
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焦点をあてた「２重の移行」に関する政治経済学が盛んであったが，旧ユーゴ

スラヴィアにおける内戦等を経て中東欧地域が直面しているのは「国民国家」

形成を加えた「３重の移行」であることが明らかになり，中東欧の��加盟とと

もに「移行」が「経済統合」を含む「４重の移行」であるという見解が中東欧諸国

民の間で，そして当諸国を対象とする研究者の間でも定着してきた（例えば，

���������	
��	��������	２００９）。

筆者は，ハンガリーにおいては経済転換，即ち資本主義化を経済統合と重

ね合わせて捉える視点が他の中東欧諸国よりも早くから現われていたと考え

ている。ポーランド，チェコ，スロヴァキアなどが資本主義化の核となる私

有化を，旧国有企業利害関係者（経営者と従業員）への譲渡（ポーランド），あ

るいはバウチャー方式による国民株主化で実現しようとした（チェコ，スロ

ヴァキア）のに対し，ハンガリーが早い時期から外国資本への売却によって実

現する政策を取ったことにそのことが表現されていた。それは，ハンガリー

が旧ユーゴスラヴィアと並んで共産主義時代において既に「西側開放」に積極

的であったことに起因するものであった。

中東欧諸国は１９９０年代に「転換不況」を経験したが，１９９０年代後半以後，

２０００年代半ばまでほぼ順調な経済成長を実現した。それは，ハンガリーに次

いで他の中東欧諸国もまた外資導入により経済構造改善を図る戦略を取り，

また��加盟プロセス及び加盟実現を通じて「汎欧州生産ネットワーク」（田中

素香�２００７）に参入し輸出市場を確保したからであった。旧型重工業中心から

現代的産業構造へと転換する課題に直面しながら，そのための国内資金・ノ

ウハウも不足している中東欧諸国が外資導入により構造改革を図ろうとした

ことについて，筆者はそのような選択を否定していない。金融面での外資受

け入れについても同様である。

論点は，欧州生産・金融ネットワークに参入すれば，欧州主要国で起きる

事柄，即ち２００８年に生じた欧州主要国の金融危機と実体経済縮小などが中東

欧諸国に波及するということから当諸国の政策当局者やエコノミストが何を

学ぶかである。１９９７年の通貨・金融危機の教訓を汲んで東アジア諸国は外貨

準備を整えるなど危機に備えてきた。中国は世界経済危機以前に「和諧社会」

を掲げ，輸出と内需のバランスを取るという課題を据え，２００８年秋の世界経
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済危機とともに大胆な内需振興策を取った。ポーランドとルーマニアを除け

ば，中東欧諸国はいずれも（人口）小国であり，経済成長に外需を欠かすこと

はできない。とはいえ，たとえ小国であろうと対外経済環境変動を緩和する

国内産業・企業基盤・金融システムを育成しておく必要があろう。また，「第

３のイタリア」，「バーデン・ヴェルテンベルク」など国内（中小）企業によるイ

ノベーションで発展を遂げた例が欧州各地に存在することに注目すべきであ

る。

過度の外資依存から脱却し，国内産業・企業の積極的養成に力を注ぐこと

の必要性，これが２００８年秋以降の経済危機からハンガリー及び他の中東欧諸

国が汲み取るべき教訓であるというのが本稿の結論の一つである。とはいえ，

筆者はまだハンガリー及び中東欧の国内企業の実態について深い考察を行っ

ていない。したがって，この結論をより具体的に展開することについては他

日を期したい。

さらに，ハンガリーの民主主義の危機についていえば，ハンガリーは選挙

を通じた平和な政権交代を何度も経験し民主主義を成熟させてきたものの，

政党間対立が政策論争でなく，ベレンドが指摘する「不断の政治闘争と敵対諸

勢力間の自滅的な闘い」に転化する傾向がハンガリーには残存している。そし

て，そのような傾向が経済危機とあいまって極右勢力台頭を招くことに繋

がっている。筆者は，究極的には経済回復・繁栄が極右勢力を「消費してしま

う」というベレンドの指摘（ベレンド�１９９０：序文����）に与するものである。

しかし，それに加えロマ人差別や反ユダヤ主義に対する市民社会独自の運動

が必要であると考える。後者についても，筆者は人権擁護の市民運動につい

ての実態を深く研究していない。この面での研究も残された課題である。

参考文献
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